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歳出の増加要因  

景気対策 
社会保障需要の増大 
安全、安心志向 

経済危機の克服 

受益と負担の乖離 
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経済危機と財政政策 

１００年に一度の危機？ 
現在の経済情勢がもっとも厳しいなら、一時
的に歳出増加も望ましい 
常に、「現在がもっとも厳しい」と認識する政
治バイアス 
→歳出の増加 
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経済危機と景気対策 

しかし、景気の回復は簡単ではない 
←もし、潜在成長率が低下傾向にあれば 
公共事業の拡大：民間投資を誘発する効果
は限定的、社会資本の生産性は低下 
社会保障目的の補助金も増加 

 
その結果、必要以上に公共事業、社会保障
費が増加 
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社会保障的な景気対策 

GDPを増加させる効果は期待しない（潜在成
長率を上昇させなくても良い） 
景気低迷で困窮している社会的弱者への救
済政策 

 →対象と期間を拡大して、給付するバイアス 
生活保護世帯、単身の高齢者、非正規雇用
者、フリーター、母子家庭、など 
子供手当、農家個別保証：ばらまきの弊害 

 



安心・安全志向 

よくわからないリスクを過大視するバイアス 
冷戦期の軍事専門家：旧ソ連の脅威を過大
評価→軍事費の拡大 
3.11以降の防災対策？ 
「ミニマム」が「スタンダード」へ：地方への補
助金 
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受益と負担の分離 

歳出＝受益 
税収＝負担 

 
分離するメカニズム 
(1)世代間：財政赤字の拡大 
(2)地域間：中央政府による補助金依存 
(3)個人間：累進税による再分配、歳出の評
価が異なるケース 
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公的年金の給付削減は難しい 

保険料方式：受給権が発生 
給付は権利→高齢者は給付拡大を当然の出
張と感じる 
負担は賦課方式→給付拡大は自分の（勤労
期の）負担に連動しない：受益と負担の乖離 
年齢による受給権：給付対象が年齢なので、
弱者である必要はない→「汚名」は生じない 
←生活保護受給における「汚名」 
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歳出削減の方法：赤字公債を発行しない 

赤字公債法案が成立しないと 
１１月には財源が枯渇？ 
→強制的に、１２月以降、歳出は削減（あるい
は執行停止） 
公務員給与の支払い停止 
年金給付の削減 
政府窓口の閉庁 
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将来の歳出削減に政治的にコミットする 

シーリングを厳しく設定 
補正予算で減額補正 
義務的経費を削減する制度改革 

 
その具体例： 
小泉政権末期の「骨太の方針２００６」 
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実現しなかった小泉後の歳出削減 

リーマンショック 
東日本大震災 

 
安全/安心への過度のバイアス 
高齢化で老年世代の政治力増大 
総理の政治力不足？ 
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中位推計を使った 
シミュレーション結果 
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GDP 
成長率 

C/Y ﾌﾟﾗｲﾏﾘ･
ﾊﾞﾗﾝｽ 

租税 
負担率 

社会保
険料率 

消費 
税率 

年金 
給付 

医療 
給付 

% % GDP比 GDP比 % GDP比 GDP比 GDP比 

実現値 
2005 2.16  66.13  -4.05  16.99  19.54  12.75  8.40  6.32  
結果 
2005 1.55  62.81  3.76  28.68  13.18  16.68  7.79  6.75  
2010 1.34  63.89  3.77  29.28  15.54  16.69  9.07  7.51  
2020 0.95  64.75  6.15  32.95  20.74  21.78  12.02  9.11  
2030 0.45  64.93  6.50  34.14  23.84  23.65  13.50  10.54  
2040 -0.21  66.24  6.79  35.90  29.50  26.01  16.92  12.30  
2050 -0.21  67.67  7.05  37.44  34.40  27.65  19.64  14.07  



試算結果(2012) 
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年 
公債 GDP 

成長率 
プライ
マリー
バラン

ス 
国民負
担率 

保険料
負担率 

公的年
金給付 

公的医
療給付 利子率 

医療保
険自己
負担率 

GDP 
比率 % GDP 

比率 
GDP 
比率 % GDP 

比率 
GDP 
比率 % 

実際 
2005 1.28  2.5262  -7.445  27.047  19.552  8.437  6.421  14.4 

試算 
2010 1.36  1.381  4.054  39.005  15.256  10.024  7.292  8.167  13.0 
2020 1.51  0.903  8.955  48.967  20.946  13.395  8.878  7.381  11.7 
2030 1.51  0.456  9.022  51.668  23.873  14.694  10.232  7.173  10.9 
2040 1.51  -0.028  9.170  56.334  28.889  17.876  11.607  6.787  10.8 
2050 1.51  0.124  10.506  60.477  31.851  19.745  12.915  7.305  10.1 



社会保障関係費の増加 

医療、年金、介護に関わる歳出を抑制するの
は厳しい 
一人あたりで削減できても、総額は増加する 
一人あたりの給付も、削減困難 
←政治的バイアス、技術進歩 
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社会保障の財源：純粋保険料方式へ？ 

年金保険料の範囲内で、給付を行う 
一般会計から税金を投入しない 
←2012年度予算では10兆円規模で投入 

 
１０兆円年金給付を削減するか、保険料を引
き上げるか、積立金を取り崩すかの選択 
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民主党(野党時代)の５つの約束 

財政健全化―８年間で国の財政を健全化 
３年間で１０兆円の歳出カット、国債発行額３
０兆円未満、プライマリーバランス赤字の半
減を実現。 
そのために国の直轄公共事業半減（１・３兆
円）、国家公務員人件費２割削減（１兆円）な
どで１７兆円の経費カット 
 



所要額（増額要因）：合計16.8兆円 

１．子ども手当・出産支援： 5.5兆円 
２．公立高校の無償化： 0.5兆円 
３．医療・介護の再生： 1.6兆円 
４．農家の個別所得補償： 1.0兆円 
５．暫定税率の廃止： 2.5兆円 
６．高速道路の無料化： 1.3兆円 
７．雇用対策： 0.8兆円 
８．その他（後期高齢者医療制度廃止等等）： 

3.6兆円 22 



財源：合計16.8兆円 

１．公共事業見直し： 1.3兆円 
２．人件費見直し： 1.1兆円 
３．補助金等見直し： 6.1兆円 
４．その他： 0.6兆円 
５．埋蔵金の活用： 4.3兆円 
６．政府資産の売却：0.7兆円 
７．税制改革： 2.7兆円 
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民主党政権の目玉：事業仕分け 

歳出削減額(一般会計）約9692億円 
しかし、歳出総額は増加した 
歳出総額を削減するのは、事業仕分けでは
無理 
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特別会計の見直し 

数は整理されている 
金額ベースでの削減は？ 
埋蔵金の活用が中心 
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特別会計の規模：平成２１年度  

総額を合計すると355兆円規模。しかし、会
計間の重複を除いた特別会計の歳出純計額
は、169 兆円  
国債償還費・利払い費 79兆円 
社会保険給付 53兆円 
財投資金への繰り入れ10兆円 
地方交付税交付金 18兆円 
残りの特別会計関連経費 10兆円（公共事
業4兆円、社会保障業務2兆円など） 
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埋蔵金の活用 

埋蔵金（積立金）を増加させることは、財政健
全化に寄与する 
埋蔵金を活用する（使う）ことは、財政健全化
とは逆行する 
積立金の減少と赤字公債の増発は同じ 
どちらも、現在の必要経費を将来への借金増
加（赤字公債）、将来への資産の減少（積立
金の取り崩し）でまかなう→将来世代への負
担の転嫁 
歳出削減とは無関係、むしろ歳出増加要因 
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国の行政コスト〔一般会計と特別会計を合わ
せた国のフローの財政状況〕 
①人件費 5.4兆円 
職員の給料、退職給付引当金繰入額等 
②事務費 4.1兆円 
庁費、公債事務取扱費、諸経費等 
③年金・政管健保等 46.2兆円 
厚生年金保険給付費、基礎年金給付費、政管健保
給付費等 

④補助金等 31.1兆円 
地方公共団体等への補助金、独立行政法人等へ
の運営費交付金、委託費等 
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人件費はどのくらい削減可能か？  

国家公務員では５兆円人件費の１割程度 
地方公務員では２２兆円人件費の２割程度の
４兆円規模  
独立行政法人の過剰な人件費や高級官僚の
天下りによる無駄  
人件費レベルでの削減規模は５兆円規模  
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公共事業の非効率 

国の公共事業費は7兆円以下の規模。そのう
ちの1割程度は調達方法の改善で引き下げ
可能とすると、0.5～１兆円規模 
地方レベルでの公共事業は国よりも無駄の
程度が大きい、1～２兆円規模   
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社会資本整備：どこまで削減できるのか 

社会資本整備において、費用を上回るだけ
の便益が得られない事業 
地域振興のための公共事業、整備新幹線の
建設、農業に対する公共事業は、それをやる
こと自体が土建業を支えることで、地域振興
に役立つ側面の方が強い。 
整備されたあとでの利用価値がそれほど期
待できない事業  
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無駄な歳出：歳出削減が相対的に容
易？ 
国の予算に関する限り、人件費と公共事業費
を合わせると、1兆円程度は削減しても、サー
ビスは低下しない。 
地方政府や独立行政法人など政府関連の公
共部門も併せて、日本の政府全体では10兆
円規模の削減は可能？  
それでも、政治的な抵抗は大きい 
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補助金の無駄：歳出削減は政治的に困
難 
補助金のかなりの部分は無駄？ 
年金などの高齢者向けの補助金 
交付税など地方公共団体向けの補助金 
ODAなど外国に対する援助 
社会的弱者への生活保護費 
←本来の対象者とすべきでない人への支給、
あるいは過剰な歳出も？  
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無駄な歳出でも、削減は困難 

国民全体が保守的 
公共事業、社会保障などで過度に安全性を
追求する傾向 
結果としての無駄：やむを得ないものもある
が、これをやりすぎると、過剰に準備する無
駄が生じる。 
震災リスクが過度に強調されている？ 
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無駄をなくす「遠回りな」提案  

選挙制度の改革：抜本的な改革 
バーチャルな（仮想的な）年齢別選挙区制度 
→高齢者の政治力を削減する 
→高齢化による社会保障費の自然増を削減 

 
地方分権で歳出削減は可能か？ 
←中央政府からの補助金がハード化すれば？？ 
←ソフトな予算制約のままでは無理 
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人件費の無駄削減：公務員制度改革  

雇用を流動化して、やる気のない人を人員整理する  
官民格差が特に大きい地方自治体の現業公務員
給与について、既得権にとらわれることなく、大胆に
給与の見直しや人員の整理を行う  

政策官庁自体が独立した運営主体となり、財源も自
前で調達することで、コスト意識を働かせる  
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納税者のコスト意識を回復させる 

①交付税の改革：交付税相当額を当該地方公共団
体に交付するのではなくて、その地域の住民に直接
交付する  

地方公共団体は交付税相当額を住民から住民税の
形で追加徴収する。  

地方公共団体の無駄遣いをモニタリングする誘因  
②政府の歳出の使い道をある程度拘束できる納税
者投票：民意がより財政運営に反映されやすくなる。  

事実上、政策官庁をＮＰＯ化する効果  
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まとめ：歳出削減は難しい 

 「明白な無駄」ばかりやり玉に挙げないで、政府の
歳出全体の内容を見直すことで、歳出全体を改革
する。  

大きな無駄を削減するには、小さな無駄を認める。
無駄を完全になくすという理想論をふりかざしても、
現実に機能しない  

受益と負担のリンクを、間接的であっても、回復させ
る。 

埋蔵金の増加は有益。しかし、その活用は赤字国
債の発行と同じ、歳出増加要因。  
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